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本講の目的は、経済の国際化が先進各国政府の国内経済政策にどのような変化をもたらし、それがど
のような対外経済政策を各国に指向させ、更にその結果、どのような二国間、地域的、および多角的
政策レジームが形成されてきたかを考察する。特に、80年代後半以降に見られた、地域経済協定の
急速な増加と多角的国際規制レジームの展開とを説明する要因として、ここでは経済国際化に対する
先進諸国の国内対応、とりわけ覇権国アメリカの対応と、先進国間の相互交渉での二国協定、地域協
定、多角的協定の制度選択に着目する。
　本講はゼミ形式で行われるが、ある程度、当方で議論を誘導するようなろうが、教材に関する積極
的で自由な討論への参加を奨励することには変わりがない。また、単位認定はテークホーム試験かレ
ポートのいずれかにしたい。これについては、初回参加者と相談してきめる。また、特にオフィスア
ワーを設けないが、相談のある人はメールでアポイントメントをとること。
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（参考）『先進国政治経済』目次（案）

序論　問題関心と分析視角
1 問題関心と分析視角
2 本書の特徴と構成

I　経済国際化と戦後政治経済体制の変容

1.　先進諸国の戦後国際政治経済体制
1.1 戦後先進諸国政治経済の特色-- Embedded Liberalism
1.2 戦後先進諸国政治経済の国際政治的前提--冷戦とアメリカ覇権　

2.　先進諸国の戦後国内政治経済体制
2.1 ネオ・コーポラティズム=「小国」の経済社会政策レジーム
2.2 G7=「大国」の経済社会政策レジーム
2.3 先進諸国の経済社会政策レジームと競争政党制の対立軸

補論 1: 日本の戦後政治経済体制の特質

3.　経済国際化とその分析枠組
3.1 経済国際化の趨勢
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結語　経済国際化への多様な対応と地域・多角的政策レジームの変容


